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江別市市民参加条例案・江別市市民参加条例 対照表 

 
条 例 案 条  例 変更理由及び内容 

 
江別市市民参加条例 

 
（趣旨） 

第１条 この条例は、江別市自治基本条例（平成２１年条例第２２号。以下「自治基本

条例」という。）第２４条第５項の規定に基づき、まちづくりへの市民参加を推進す

るための手続に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 市民 自治基本条例第２条第１号に規定する市民をいう。 

(2) 市長等 自治基本条例第２条第２号に規定する市長等をいう。 

(3) 市 自治基本条例第２条第３号に規定する市をいう。 

(4) まちづくり 自治基本条例第２条第４号に規定するまちづくりをいう。 

(5) 市民参加 市の施策、事業等の企画立案、実施及び評価の各過程における市民の

主体的な参加をいう。 

  (6) 附属機関等 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規

定により設置する附属機関その他市民、関係団体、学識経験者等からの意見を聴取

し、市政に反映させることを主な目的として設置する委員会、協議会等をいう。 

  (7) パブリックコメント 市長等が作成した施策、事業等の原案をあらかじめ公表

し、一定期間内にこれに対する意見を求めるとともに、提出された意見の概要及び

提出された意見に対する市長等の考え方を公表する一連の手続をいう。 

  (8) 市民説明会 市長等が施策、事業等について、市民に説明し、意見を聴取するた

めの集まりをいう。 

  (9) ワークショップ 市民が施策、事業等について、研究及び議論を通じて共同作業

を行う中で課題、問題等の抽出及び選択を行い、一定の合意形成を図ることを目的

とする集まりをいう。 

 (10)アンケート調査 市長等が市民の意向を把握するため、調査項目を設けて一定期

間内に回答を求め、その結果を公表する一連の手続をいう。 

（基本原則） 
第３条 市民参加は、市民に等しくその機会が保障されることにより行われるものとす

る。 
２ 市民参加は、市民、市長等が互いの役割を理解し、及び尊重することにより行われ

るものとする。 
３ 市民参加は、市民、市長等が情報を互いに提供し、及び共有することにより行われ

るものとする。 

 

江別市市民参加条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、江別市自治基本条例（平成２１年条例第２２号。以下「自治基本

条例」という。）第２４条第５項の規定に基づき、まちづくりへの市民参加を推進す

るための手続に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 市民 自治基本条例第２条第１号に規定する市民をいう。 

(2) 市長等 自治基本条例第２条第２号に規定する市長等をいう。 

(3) 市 自治基本条例第２条第３号に規定する市をいう。 

(4) まちづくり 自治基本条例第２条第４号に規定するまちづくりをいう。 

(5) 市民参加 市の施策、事業等の企画立案、実施及び評価の各過程における市民の

主体的な参加をいう。 

  (6) 附属機関等 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規

定により設置する附属機関その他市民、関係団体、学識経験者等からの意見を聴取

し、市政に反映させることを主な目的として設置する委員会、協議会等をいう。 

  (7) パブリックコメント 市長等が作成した施策、事業等の原案をあらかじめ公表

し、一定期間内にこれに対する意見を求めるとともに、提出された意見の概要及び

提出された意見に対する市長等の考え方を公表する一連の手続をいう。 

  (8) 市民説明会 市長等が施策、事業等について、市民に説明し、意見を聴取するた

めの集まりをいう。 

  (9) ワークショップ 市民が施策、事業等について、研究及び議論を通じて共同作業

を行う中で課題、問題等の抽出及び選択を行い、一定の合意形成を図ることを目的

とする集まりをいう。 

 (10)アンケート調査 市長等が市民の意向を把握するため、調査項目を設けて一定期

間内に回答を求め、その結果を公表する一連の手続をいう。 

（基本原則） 

第３条 市民参加の基本原則は、次に掲げるものとする。 

  (1) 市民に等しくその機会が保障されることにより行われること。 

  (2) 市民、市長等が互いの役割を理解し、及び尊重することにより行われること。 

  (3) 市民、市長等が情報を互いに共有することにより行われること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 3条】 

「市民参加は、」という各項文頭の同じ

表記を整理し、各号列記の形式とした。 

資料１ 
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江別市市民参加条例案・江別市市民参加条例 対照表 

 
条 例 案 条  例 変更理由及び内容 

 

（市民参加の対象） 

第４条 市長等は、次に掲げる事項（以下「対象事項」という。）を行うときは、市民

参加を求めるものとする。 

(1) 市の基本構想その他基本的な事項を定める計画の策定又は変更 

(2) 市の基本的な方針を定める条例又は市民に義務を課し、若しくは権利を制限する

ことを内容とする条例（市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するものを除く。）

の制定又は改廃 

(3) 広く市民が利用する大規模な公共施設の設置に関する計画の策定又は変更 

(4) 市民生活に大きな影響を及ぼす制度の導入又は改廃 

２ 市長等は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、市民

参加の対象としないことができる。 

(1) 条例の改正又は計画の変更で、その内容が軽易なもの 

(2) 緊急に行わなければならないもの 

(3) 法令の規定により実施の基準が定められており、その基準に基づき実施するもの 

(4) 市長等の内部の事務処理に関するもの 

(5) 市長等の裁量の余地がないと認められるもの 

（市民参加の方法） 

第５条 市長等が実施する市民参加の方法は、次に掲げるものとする。 

(1) 附属機関等の設置 

(2) パブリックコメントの実施 

(3) 市民説明会の開催 

(4) ワークショップの開催 

(5) アンケート調査の実施 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長等が適当と認める方法 

（市民参加の実施） 

第６条 市長等は、市民参加を求めるときは、意思決定前の適当な時期に、対象事項の

性質、影響及び関心度を考慮して、前条各号に掲げる方法のうちから適当と認める方

法により行うものとする。 

（附属機関等） 
第７条 市長等は、附属機関等の委員を選任するときは、公募等により選考された市民

を含めるものとする。ただし、法令（他の条例を含む。以下同じ。）の規定により委

員の構成が定められているときその他公募の委員を選任しないことについてやむを

得ない事由があるときは、この限りでない。 
２ 前項の委員の選任は、男女比、年齢構成、地域構成、委員の在期数、他の附属機関

等の委員との兼職状況等に配慮し、市民の多様な意見が反映されるよう努めるものと

する。 
３ 市長等は、附属機関等の委員を選任したときは、当該委員の氏名、選任の区分及び

任期を公表するものとする。 

  
（市民参加の対象） 

第４条 市長等は、次に掲げる事項（以下「対象事項」という。）を行うときは、市民

参加を求めるものとする。 

(1) 市の基本構想その他基本的な事項を定める計画の策定又は変更 

(2) 市の基本的な方針を定める条例又は市民に義務を課し、若しくは権利を制限する

ことを内容とする条例（市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するものを除く。）

の制定又は改廃 

(3) 広く市民が利用する大規模な公共施設の設置に関する計画の策定又は変更 

(4) 市民生活に大きな影響を及ぼす制度の導入又は改廃 

２ 市長等は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、市民

参加の対象としないことができる。 

(1) 条例の改正又は計画の変更で、その内容が軽易なもの 

(2) 緊急に行わなければならないもの 

(3) 法令の規定により実施の基準が定められており、その基準に基づき実施するもの 

(4) 市長等の内部の事務処理に関するもの 

(5) 市長等の裁量の余地がないと認められるもの 

（市民参加の方法） 

第５条 市長等が実施する市民参加の方法は、次に掲げるものとする。 

(1) 附属機関等の設置 

(2) パブリックコメントの実施 

(3) 市民説明会の開催 

(4) ワークショップの開催 

(5) アンケート調査の実施 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長等が適当と認める方法 

（市民参加の実施） 

第６条 市長等は、市民参加を求めるときは、意思決定前の適当な時期に、対象事項の

性質、影響及び関心度を考慮して、前条各号に掲げる方法のうちから適当と認める方

法により行うものとする。 

（附属機関等の委員の選任） 

第７条 市長等は、附属機関等の委員を選任するときは、公募等により選考された市民

を含めるものとする。ただし、法令の規定により委員の構成が定められているときそ

の他公募の委員を選任しないことについてやむを得ない事由があるときは、この限り

でない。 

２ 前項の委員の選任は、男女比、年齢構成、地域構成、委員の在期数、他の附属機関

等の委員との兼職状況等に配慮し、市民の多様な意見が反映されるよう努めるものと

する。 

３ 市長等は、附属機関等の委員を選任したときは、当該委員の氏名、選任の区分及び

任期を公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 7条】 

 委員の選任関わる条項であることから、

見出しに「の委員の選任」という文言を追

加した。 

一般に「法令」には条例も含まれると解

釈し、括弧書きを削除した。 
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江別市市民参加条例案・江別市市民参加条例 対照表 

 
条 例 案 条  例 変更理由及び内容 

 

 （附属機関等の公開等） 

第８条 附属機関等の会議は、公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するも

のは、会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

(1) 非公開とすることについて、法令に規定されているもの 

(2) 審議等の内容に江別市情報公開条例（平成１４年条例第７号）第７条各号に掲げ

る情報（以下「非公開情報」という。）が含まれているもの 

(3) 会議を公開することにより、公平かつ円滑な議事運営に支障が生ずると認められ

るもの 

２ 市長等は、附属機関等の会議を開催しようとするときは、会議の開催日時、開催場

所、議題等を事前に公表するものとする。ただし、やむを得ない事由により緊急に会

議を開催する必要があるときは、この限りでない。 

３ 市長等は、附属機関等の会議の記録を作成し、非公開情報が記録されている部分を

除き、これを閲覧に供しなければならない。ただし、第１項第１号に掲げる非公開と

する会議にあっては、この限りでない。 

（パブリックコメント） 

第９条 市長等は、パブリックコメントを実施するときは、次に掲げる事項を公表する

ものとする。 

(1) 対象事項の案及び資料 

(2) 対象事項の案を作成した趣旨、目的及び背景 

(3) 意見の提出先、提出方法及び提出期間 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長等が必要と認める事項 

２ 市長等は、前項の公表を行ったときは、その日から起算して３０日以上の期間を設

けて意見を求めるものとする。ただし、緊急その他やむを得ない事由があるときは、

この限りでない。 

３ パブリックコメントにより意見を提出しようとする者は、住所、氏名等を明らかに

し、これを提出するものとする。 

４ 市長等は、提出された意見の概要及び提出された意見に対する市長等の考え方を、

非公開情報を除き、これを公表するものとする。 

（市民説明会及びワークショップ） 

第１０条 市長等は、市民説明会又はワークショップを開催するときは、あらかじめ開

催日時、開催場所、開催趣旨等を公表するものとする。 

２ 市長等は、市民説明会又はワークショップを開催したときは、開催の記録を作成し、

非公開情報が記録されている部分を除き、これを公表するものとする。 

 
 
 
 
 
 

 

 （附属機関等の公開等） 

第８条 附属機関等の会議は、公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するも

のは、会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

(1) 非公開とすることについて、法令に規定されているもの 

(2) 審議等の内容に江別市情報公開条例（平成１４年条例第７号）第７条各号に掲げ

る情報（以下「非公開情報」という。）が含まれているもの 

(3) 会議を公開することにより、公平かつ円滑な議事運営に支障が生ずると認められ

るもの 

２ 市長等は、附属機関等の会議を開催しようとするときは、会議の開催日時、開催場

所、議題等を事前に公表するものとする。ただし、やむを得ない事由により緊急に会

議を開催する必要があるときは、この限りでない。 

３ 市長等は、附属機関等の会議の記録を作成し、非公開情報が記録されている部分を

除き、これを閲覧に供しなければならない。ただし、第１項第１号に掲げる非公開と

する会議にあっては、この限りでない。 

（パブリックコメント） 

第９条 市長等は、パブリックコメントを実施するときは、次に掲げる事項を公表する

ものとする。 

(1) 対象事項の案及び資料 

(2) 対象事項の案を作成した趣旨、目的及び背景 

(3) 意見の提出先、提出方法及び提出期間 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長等が必要と認める事項 

２ 市長等は、前項の公表を行ったときは、その日から起算して３０日以上の期間を設

けて意見を求めるものとする。ただし、緊急その他やむを得ない事由があるときは、

この限りでない。 

３ パブリックコメントにより意見を提出しようとする者は、住所、氏名等を明らかに

し、これを提出するものとする。 

４ 市長等は、提出された意見の概要及び提出された意見に対する市長等の考え方を、

非公開情報を除き、これを公表するものとする。 

（市民説明会及びワークショップ） 

第１０条 市長等は、市民説明会又はワークショップを開催するときは、あらかじめ開

催日時、開催場所、開催趣旨等を公表するものとする。 

２ 市長等は、市民説明会又はワークショップを開催したときは、開催の記録を作成し、

非公開情報が記録されている部分を除き、これを公表するものとする。 
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江別市市民参加条例案・江別市市民参加条例 対照表 

 
条 例 案 条  例 変更理由及び内容 

 

（アンケート調査) 

第１１条 市長等は、アンケート調査を実施するときは、その目的を明らかにするもの

とする。 

２ 市長等は、アンケート調査を実施したときは、非公開情報が記録されている部分を

除き、その結果について、これを公表するものとする。 

（市民参加の状況の公表） 

第１２条 市長は、毎年度、市民参加の実施予定及び実施状況を公表するものとする。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年 月 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に着手され、又は着手のための準備が進められている施策、

事業等については、なお従前の例による。 

 

 

（アンケート調査) 

第１１条 市長等は、アンケート調査を実施するときは、その目的を明らかにするもの

とする。 

２ 市長等は、アンケート調査を実施したときは、非公開情報が記録されている部分を

除き、その結果について、これを公表するものとする。 

（市民参加の状況の公表） 

第１２条 市長は、毎年度、市民参加の実施予定及び実施状況を公表するものとする。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に着手され、又は着手のための準備が進められている施策、

事業等については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【附則】 

施行期日を平成２７年１０月 1日とした。

 
 
 


